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○埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表             （傍線部分は、改正部分） 

（第一条関係） 

改正案 現 行 

埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条例施行規則 埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条例施行規則 

第一条～第三十六条 （略） 第一条～第三十六条 （略） 

別表 （略） 別表 （略） 

様式第１号～様式第１５号 （略） 様式第１号～様式第１５号 （略） 

様式第１６号（第３４条関係） 様式第１６号（第３４条関係） 
（第１面） 

（第２面） 

 

第   号 

立入検査等をする職員の携帯する身分を示す証明書 

 

職  名 

氏  名 
 

生年月日   年  月  日生 

    年  月  日交付 

    年  月  日限り有効 

   埼玉県知事        □印  

 

 この証明書を携帯する者は、下表に掲げる法令の条項のうち、該当の有無の欄に

丸印のある法令の条項により立入検査等をする職権を有するものです。 

法 令 の 条 項 該当の有無 

  

  

  

  

  

  

  
 

写 

真 

（備考） １ この証明書は、用紙１枚で作成することとする。 

     ２ 法令の条項の欄に、この証明書を使用して行う立入検査等に係る法令

の条項を記載すること。 

     ３ 該当の有無の欄に、立入検査等をする職権を有する場合は「〇」を、

有しない場合は「－」を記載すること。 

     ４ 第２面については、記載する法令の条項の数に応じて行を適宜追加す

ることとし、その全部又は一部を裏面に記載することができる。 

     ５ 裏面には、参照条文を記載することができる。 

     ６ この証明書は、関係する法令の規定を踏まえ、記載内容等を調整する

ことができる。  

（表面）  

  第     号  

年  月  日  

 

   職   氏名 

６
 
㎝ 

 写

真 

上記の者は、埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条例第３４条第１

項の規定により立入検査をする者であることを証明する。 

 

埼玉県知事        □印   

８㎝  

 

（裏面）  

埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条例（抜粋） 

 （立入検査） 

第３４条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に、発注

者、元請負人又は土砂の排出、運搬若しくはたい積を行う者の事務所、事業

所又は土砂の排出若しくはたい積の場所に立ち入り、工事その他の行為の状

況若しくは施設、帳簿、書類その他の物件を検査させ、検査のために必要最

小限度の分量に限り土砂の排出若しくはたい積の場所の土砂を収去させ、又

は関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯

し、関係者に提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたもの

と解釈してはならない。 

 （罰則） 

第４１条 次の各号のいずれかに該当する者は、５０万円以下の罰金に処す

る。 

(４) 第３４条第１項の規定による検査若しくは収去を拒み、妨げ、若しく

は忌避し、又は同項の規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽

の答弁をした者 
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（第二条関係） 

改正案 現 行 

埼玉県土砂の堆積による土壌の汚染の防止に関する条例施行規則 埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条例施行規則 

 （土砂の排出の届出） 

（削る） 第一条 埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条例（平成十四年埼玉

県条例第六十四号。以下「土砂条例」という。）第六条第一項及び第九条

第一項の規定による届出は、様式第一号の届出書により行うものとする。 

 （土砂の排出の届出の特例） 

（削る） 第二条 土砂条例第六条第一項第六号の規則で定める土砂の排出は、次のと

おりとする。 

 一 土地の造成その他の事業の区域において採取された土砂を当該事業

の区域における土砂のたい積に用いるために行う土砂の排出 

 二 工場その他の事業所の区域において採取された土砂を当該事業所の

区域における土砂のたい積に用いるために行う土砂の排出 

 （土砂の排出に関する計画に定める事項） 

（削る） 第三条 土砂条例第六条第二項第十号及び第九条第一項第十号の規則で定

める事項は、次のとおりとする。 

 一 排出先ごとの土砂の数量 

 二 排出先において土砂のたい積を行う者の氏名又は名称及び住所並び

に法人にあっては、その代表者の氏名 

 三 排出先における土砂のたい積に関する法令又は条例の規定による許

可等の処分の状況 

 （土砂の排出の届出の添付書類） 

（削る） 第四条 土砂条例第六条第三項（土砂条例第九条第二項において準用する場

合を含む。）の規則で定める書類は、次のとおりとする。 

 一 建設工事に係る土地の位置を示す図面 

 二 排出先とする土地の位置を示す図面 

 （たい積した土砂の排出の届出） 

（削る） 第五条 土砂条例第七条第一項及び第十条第一項の規定による届出は、様式

第二号の届出書により行うものとする。 

 （たい積した土砂の排出の届出の特例） 

（削る） 第六条 土砂条例第七条第一項第四号の規則で定める土砂の排出は、次のと

おりとする。 

 一 土地の造成その他の事業の区域において採取された土砂を当該事業



3/38  

改正案 現 行 

の区域における土砂のたい積に用いるために行う土砂の排出 

 二 工場その他の事業所の区域において採取された土砂を当該事業所の

区域における土砂のたい積に用いるために行う土砂の排出 

 三 土質改良プラントその他の施設を用いて化学的に性質を改良した土

砂の当該施設の敷地からの排出 

 四 陶器、ガラスその他の製品を製造し、又は加工するための原材料（土

砂の性質を改良するための原材料を除く。）としての土砂の排出 

 （たい積した土砂の排出に関する計画に定める事項） 

（削る） 第七条 土砂条例第七条第二項第五号及び第十条第一項第五号の規則で定

める事項は、次のとおりとする。 

 一 排出先ごとの土砂の数量 

 二 排出先において土砂のたい積を行う者の氏名又は名称及び住所並び

に法人にあっては、その代表者の氏名 

 （たい積した土砂の排出の届出の添付書類） 

（削る） 第八条 土砂条例第七条第三項（土砂条例第十条第二項において準用する場

合を含む。）の規則で定める書類は、土砂のたい積に係る土地の位置を示

す図面とする。 

 （変更の届出） 

（削る） 第九条 土砂条例第八条第一項（同条第二項（土砂条例第十条第二項におい

て準用する場合を含む。）及び第九条第二項において準用する場合を含

む。）の規定による届出は、様式第三号の届出書により行うものとする。 

 （軽微な変更） 

（削る） 第十条 土砂条例第八条第一項ただし書（土砂条例第九条第二項において準

用する場合を含む。）の規則で定める軽微な変更は、次の各号のいずれに

も該当しない変更とする。 

 一 土砂条例第六条第二項第一号、第三号若しくは第四号又は第九条第一

項第一号、第三号若しくは第四号に掲げる事項に関する変更 

 二 土砂条例第六条第二項第五号又は第九条第一項第五号に掲げる事項

に関する変更のうち変更後の発生する土砂の数量が変更前の発生する

土砂の数量の二十パーセントを超えて増加することとなるもの 

 三 土砂条例第六条第二項第七号又は第九条第一項第七号に掲げる事項

に関する変更のうち変更後の排出する土砂の数量の合計が変更前の排

出する土砂の数量の合計の二十パーセントを超えて増加することとな
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改正案 現 行 

るもの 

 四 土砂条例第六条第二項第九号又は第九条第一項第九号に掲げる事項

に関する変更のうち排出先とする土地が新たに加わることに伴うもの 

（削る） 第十一条 土砂条例第八条第二項（土砂条例第十条第二項において準用する

場合を含む。）において準用する同条第一項ただし書の規則で定める軽微

な変更は、次の各号のいずれにも該当しない変更とする。 

 一 土砂条例第七条第二項第一号若しくは第二号又は第十条第一項第一

号若しくは第二号に掲げる事項に関する変更 

 二 土砂条例第七条第二項第三号又は第十条第一項第三号に掲げる事項

に関する変更のうち変更後の排出する土砂の数量の合計が変更前の排

出する土砂の数量の合計の二十パーセントを超えて増加することとな

るもの 

 三 土砂条例第七条第二項第四号又は第十条第一項第四号に掲げる事項

に関する変更のうち排出先とする土地が新たに加わることに伴うもの 

 （完了等の届出） 

（削る） 第十二条 土砂条例第十三条の規定による届出は、様式第四号の届出書によ

り行うものとする。 

（有害物質） （有害物質） 

第一条 埼玉県土砂の堆積による土壌の汚染の防止に関する条例（平成十四

年埼玉県条例第六十四号。以下「土砂条例」という。）第六条第一項の規

則で定める物質は、土壌汚染対策法（平成十四年法律第五十三号）第二条

第一項に規定する特定有害物質（次条並びに第四条第一項第一号ヌ及び第

四号において「特定有害物質」という。）及びダイオキシン類対策特別措

置法（平成十一年法律第百五号）第二条第一項に規定するダイオキシン類

（次条並びに第四条第一項第一号ヌ及び第四号において「ダイオキシン

類」という。）とする。 

第十三条 土砂条例第十五条第一項の規則で定める物質は、土壌汚染対策法

（平成十四年法律第五十三号）第二条第一項に規定する特定有害物質（次

条並びに第三十一条第一項第一号ヌ及び第四号において「特定有害物質」

という。）及びダイオキシン類対策特別措置法（平成十一年法律第百五号）

第二条第一項に規定するダイオキシン類（次条並びに第三十一条第一項第

一号ヌ及び第四号において「ダイオキシン類」という。）とする。 

（土壌基準） （土壌基準） 

第二条 土砂条例第六条第一項の規則で定める基準は、特定有害物質にあっ

ては土壌汚染対策法第六条第一項第一号に規定する基準の例により、ダイ

オキシン類にあってはダイオキシン類対策特別措置法第七条の基準のう

ち土壌の汚染に関する基準の例によるものとする。 

第十四条 土砂条例第十五条第一項の規則で定める基準は、特定有害物質に

あっては土壌汚染対策法第六条第一項第一号に規定する基準の例により、

ダイオキシン類にあってはダイオキシン類対策特別措置法第七条の基準

のうち土壌の汚染に関する基準の例によるものとする。 

（知事の確認申請） （知事の確認申請） 

第三条 土砂条例第六条第一項ただし書の確認を受けようとする者は、様式 第十五条 土砂条例第十五条第一項ただし書の確認を受けようとする者は、
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改正案 現 行 

第一号の申請書を知事に提出しなければならない。 様式第五号の申請書を知事に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 ２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 住民票の写し又は法人の登記事項証明書 一 住民票の写し又は法人の登記事項証明書 

二 土砂の堆積に係る土地の登記事項証明書 二 土砂のたい積に係る土地の登記事項証明書 

三 土砂の堆積に係る土地の区域を示す図面 三 土砂のたい積に係る土地の区域を示す図面 

四 土砂の堆積に係る土地の位置を示す図面 四 土砂のたい積に係る土地の位置を示す図面 

五 使用する土砂の有害物質による汚染の状況を証する書面 五 使用する土砂の有害物質による汚染の状況を証する書面 

 （土砂のたい積の許可申請） 

（削る） 第十六条 土砂条例第十六条第一項の規定による許可の申請は、様式第六号

の申請書により行うものとする。 

 （届出とする許可等の処分） 

（削る） 第十七条 土砂条例第十六条第一項第三号の規則で定める許可等の処分そ

の他の行為は、次のとおりとする。 

 一 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百三十八条の四第七

項の規定による許可 

 二 国有財産法（昭和二十三年法律第七十三号）第十八条第六項の規定に

よる許可 

 三 採石法（昭和二十五年法律第二百九十一号）第三十三条の認可 

 四 森林法（昭和二十六年法律第二百四十九号）第十条の二第一項又は第

三十四条第二項（同法第四十四条において準用する場合を含む。）の許

可 

 五 道路法（昭和二十七年法律第百八十号）第三十二条第一項又は第九十

一条第一項の許可及び同法第三十五条の同意 

 六 土地区画整理法（昭和二十九年法律第百十九号）第七十六条第一項の

許可 

 七 都市公園法（昭和三十一年法律第七十九号）第六条第一項（同法第三

十三条第四項において準用する場合を含む。）の許可（同法第九条の規

定により許可があったものとみなされる場合を含む。） 

 八 地すべり等防止法（昭和三十三年法律第三十号）第十八条第一項の許

可及び同法第二十条第二項の規定による協議 

 九 住宅地区改良法（昭和三十五年法律第八十四号）第九条第一項の許可 

 十 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和三十六年法律第百九十一号）第

十二条第一項の許可（同法第十五条第一項の規定により許可があったも
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改正案 現 行 

のとみなされる場合を含む。） 

 十一 河川法（昭和三十九年法律第百六十七号）第二十条の承認及び同法

第二十四条、第二十六条第一項、第二十七条第一項、第五十五条第一項、

第五十七条第一項又は第五十八条の四第一項の許可（同法第九十五条の

規定によりこれらの承認又は許可があったものとみなされる場合を含

む。） 

 十二 砂利採取法（昭和四十三年法律第七十四号）第十六条の認可 

 十三 都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第二十九条第一項又は第二

項の許可 

 十四 都市再開発法（昭和四十四年法律第三十八号）第六十六条第一項の

許可 

 十五 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和四十四年法律

第五十七号）第七条第一項の許可及び同条第四項の規定による協議 

 十六 農業振興地域の整備に関する法律（昭和四十四年法律第五十八号）

第十五条の二第一項の許可（同条第八項の規定により許可があったもの

とみなされる場合を含む。） 

 十七 大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措

置法（昭和五十年法律第六十七号）第七条第一項、第二十六条第一項又

は第六十七条第一項の許可 

 十八 埼玉県土採取条例（昭和四十九年埼玉県条例第六号）第三条第一項

の認可 

 十九 埼玉県砂防指定地管理条例（平成十五年埼玉県条例第四十五号）第

三条第一項の許可 

 ２ 土砂条例第十六条第一項第三号の規定により届出を行おうとする者は、

様式第七号の届出書を知事に提出しなければならない。 

 ３ 前項の届出書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 一 土砂のたい積に係る土地の位置を示す図面 

 二 土砂のたい積に係る許可等の処分その他の行為に係る許可書その他

の書類の写し 

 （公益事業） 

（削る） 第十八条 土砂条例第十六条第一項第四号の規則で定める行為は、次に掲げ

る事業の実施に係る行為とする。 

 一 砂防法（明治三十年法律第二十九号）による砂防設備又は同法が準用
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される砂防のための施設に関する事業 

 二 土地改良法（昭和二十四年法律第百九十五号）による土地改良事業 

 三 道路運送法（昭和二十六年法律第百八十三号）による一般自動車道又

は専用自動車道（同法による一般旅客自動車運送事業又は貨物自動車運

送事業法（平成元年法律第八十三号）による一般貨物自動車運送事業の

用に供するものに限る。）に関する事業 

 四 森林法による保安施設事業 

 五 道路法による道路に関する事業 

 六 都市公園法による都市公園に関する事業 

 七 自然公園法（昭和三十二年法律第百六十一号）による公園事業 

 八 水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）による水道事業又は水道用

水供給事業 

 九 地すべり等防止法による地すべり防止施設に関する事業 

 十 下水道法（昭和三十三年法律第七十九号）による公共下水道、流域下

水道又は都市下水路の用に供する施設に関する事業 

 十一 工業用水道事業法（昭和三十三年法律第八十四号）による工業用水

道事業 

 十二 河川法が適用され、若しくは準用される河川その他公共の利害に関

係のある河川又はこれらの河川に治水若しくは利水の目的をもって設

置する堤防、護岸、ダム、水路、貯水池その他の施設に関する事業 

 十三 都市計画法による都市計画事業 

 十四 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律による急傾斜地崩

壊防止施設に関する事業 

 十五 石油パイプライン事業法（昭和四十七年法律第百五号）による石油

パイプライン事業の用に供する施設に関する事業 

 十六 鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）による鉄道事業者又は

索道事業者が行うその鉄道事業又は索道事業で一般の需要に応ずるも

のの用に供する施設に関する事業 

 十七 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が設置する鉄道又は

軌道の用に供する施設に関する事業 

 十八 地方公共団体又は農業若しくは林業を営む者が組織する団体が行

う農業構造又は林業構造の改善に関し必要な事業（農道、林道、用水路、

排水路、かんがい用又は災害防止用のため池、農業集落排水施設その他
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の施設に関する事業に限る。） 

 十九 前各号に掲げる事業に準ずるものとして知事の確認を受けた事業 

 （公益事業の確認） 

（削る） 第十九条 前条第十九号の確認を受けようとする者は、様式第八号の申請書

を知事に提出しなければならない。 

 ２ 前項の申請書には、土砂のたい積に係る事業を行う土地の位置を示す図

面その他参考となる書類を添付しなければならない。 

 （土砂のたい積の許可の特例） 

（削る） 第二十条 土砂条例第十六条第一項第七号の規則で定める土砂のたい積は、

次のとおりとする。 

 一 運動場の砂利敷その他の通常の管理行為として行う土砂のたい積 

 二 土質改良プラントその他の施設の敷地内において当該施設で化学的

に性質を改良した土砂のみを用いて行う土砂のたい積 

 三 採石法又は砂利採取法の認可に係る土地の区域において採取された

土砂（岩石又は砂利の採取のために除去した土砂を除く。）のみを用い

て行う土砂のたい積 

 四 市町村が定める無秩序な土砂のたい積を防止するための条例の規定

によりされた許可等の処分その他の行為に係る土砂のたい積のうち、知

事が別に定める土砂のたい積 

 （土砂のたい積に関する計画に定める事項） 

（削る） 第二十一条 土砂条例第十六条第二項第十二号の規則で定める事項は、土砂

のたい積を行う土地において必要な土砂のたい積に関する法令又は条例

の規定による許可等の処分の状況とする。 

 （土砂のたい積の許可申請の添付書類） 

（削る） 第二十二条 土砂条例第十六条第三項の規則で定める書類は、次のとおりと

する。 

 一 申請者及び土砂のたい積に係る建設工事の元請負人の住民票の写し

又は法人の登記事項証明書 

 二 土砂のたい積に係る土地の登記事項証明書 

 三 申請者及び土砂のたい積に係る建設工事の元請負人が土砂のたい積

に関する計画を実施するために必要な資力及び信用があることを証す

る書面 

 四 土砂のたい積に関する計画の実施の妨げとなる権利を有する者の同
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意があったことを証する書面 

 五 土砂のたい積に係る土地の位置を示す図面 

 六 土砂のたい積の完了時及び最大たい積時の土地の形状に係る平面図

及び断面図 

 七 排水施設その他の土砂の流出及び崩壊を防止する施設の平面図及び

断面図 

 八 擁壁の背面図 

 （許可の基準） 

（削る） 第二十三条 土砂条例第十八条第一項の規則で定める基準は、別表のとおり

とする。 

 （変更の許可申請） 

（削る） 第二十四条 土砂条例第十九条第一項の許可を受けようとする者は、様式第

九号の申請書を知事に提出しなければならない。 

 （軽微な変更） 

（削る） 第二十五条 土砂条例第十九条第一項ただし書の規則で定める軽微な変更

は、次のとおりとする。 

 一 土砂条例第十六条第二項第五号又は第八号に掲げる事項に関する変

更 

 二 土砂条例第十六条第二項第六号又は第七号に掲げる事項に関する変

更のうち変更後の土砂のたい積により生ずる地表面の最高部と最低部

との高低差（土砂のたい積前において土砂のたい積に係る土地と隣接す

る土地とに高低差がある場合にあってはその隣接部分の最低部と土砂

のたい積により生じた地表面の最高部との高低差、擁壁を設ける場合に

あっては擁壁の最高部と土砂のたい積により生じた地表面の最高部と

の高低差。別表において「土砂の高さ」という。）が減少することとな

るもの又は変更後の土砂のたい積により生ずるのり面（擁壁に覆われた

のり面を除く。別表において同じ。）の勾配が緩和されることとなるも

の 

 （変更の届出） 

（削る） 第二十六条 土砂条例第二十条の規定による届出は、様式第十号の届出書に

より行うものとする。 

 （標識） 

（削る） 第二十七条 土砂条例第二十二条の規則で定める様式は、様式第十一号のと
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おりとする。 

 （関係書類の閲覧） 

（削る） 第二十八条 土砂条例第二十三条の規定による閲覧は、次により行うものと

する。 

 一 閲覧させる場所及び時間をあらかじめ定めること。 

 二 閲覧の求めがあった場合にあっては、正当な理由なしに閲覧を拒まな

いこと。 

 （着手の届出） 

（削る） 第二十九条 土砂条例第二十四条の規定による届出は、様式第十二号の届出

書により行うものとする。 

 （定期報告） 

（削る） 第三十条 土砂条例第二十五条第一項の規定による届出（第三項において

「定期報告」という。）は、様式第十三号の届出書により行うものとする。 

 ２ 土砂条例第二十五条第二項の規則で定める書類は、報告に係る期間の最

後の日の一週間前の日以降に撮影した土砂のたい積に係る土地の写真と

する。 

 ３ 土砂条例第二十五条第二項ただし書の規則で定める場合は、同項の土砂

の採取場所の責任者の発行した当該採取場所を証明する書類に係る採取

場所に関して、土砂条例第六条第一項又は第七条第一項の規定による届出

が行われ、かつ、当該届出に係る土砂の排出に関する計画において排出先

とした土地が定期報告に係る土砂のたい積に係る土地である場合とする。 

（堆積に係る土地の汚染調査） （たい積に係る土地の汚染調査） 

第四条 土砂条例第七条の規定による土砂の汚染の状況についての調査は、

次により行うものとする。 

第三十一条 土砂条例第二十六条の規定による土砂の汚染の状況について

の調査は、次により行うものとする。 

一 調査の対象となる物質は、次のとおりとすること。 一 調査の対象となる物質は、次のとおりとすること。 

イ カドミウム及びその化合物 イ カドミウム及びその化合物 

ロ 六価クロム化合物 ロ 六価クロム化合物 

ハ シアン化合物 ハ シアン化合物 

ニ 水銀及びその化合物 ニ 水銀及びその化合物 

ホ セレン及びその化合物 ホ セレン及びその化合物 

へ 鉛及びその化合物 へ 鉛及びその化合物 

ト 砒（ひ）素及びその化合物 ト 砒（ひ）素及びその化合物 

チ ふっ素及びその化合物 チ ふっ素及びその化合物 
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リ ほう素及びその化合物 リ ほう素及びその化合物 

ヌ 特定有害物質（イからリまでに掲げる物質を除く。）及びダイオキ

シン類のうち搬入した土砂の採取場所等から特に調査が必要と認め

る物質で知事が土砂の堆積を行う者に通知したもの 

ヌ 特定有害物質（イからリまでに掲げる物質を除く。）及びダイオキ

シン類のうち搬入した土砂の採取場所等から特に調査が必要と認め

る物質で知事が許可事業者に通知したもの 

二 前号イからリまでに掲げる物質にあっては土壌含有量調査（知事が土

砂の堆積を行う者に通知した場合は、土壌溶出量調査）を行い、前号ヌ

に掲げる物質にあっては知事が土砂の堆積を行う者に通知した調査を

行うこと。 

二 前号イからリまでに掲げる物質にあっては土壌含有量調査（知事が許

可事業者に通知した場合は、土壌溶出量調査）を行い、前号ヌに掲げる

物質にあっては知事が許可事業者に通知した調査を行うこと。 

三 調査試料の採取地点は、土砂の堆積を行った土地において、九百平方

メートルごとに一地点以上の割合で均等に選定すること。 

三 調査試料の採取地点は、土砂のたい積を行った土地において、九百平

方メートルごとに一地点以上の割合で均等に選定すること。 

四 前三号に掲げるもののほか、特定有害物質にあっては土壌汚染対策法

第二条第二項に規定する土壌汚染状況調査の例により、ダイオキシン類

にあってはダイオキシン類対策特別措置法第七条の基準（土壌の汚染に

係る基準に限る。）による測定方法の例によること。 

四 前三号に掲げるもののほか、特定有害物質にあっては土壌汚染対策法

第二条第二項に規定する土壌汚染状況調査の例により、ダイオキシン類

にあってはダイオキシン類対策特別措置法第七条の基準（土壌の汚染に

係る基準に限る。）による測定方法の例によること。 

２ 土砂条例第七条本文の規定による届出は、様式第二号の届出書により行

うものとする。 

２ 土砂条例第二十六条の規定による届出は、様式第十四号の届出書により

行うものとする。 

３ 前項の届出書には、当該届出書に係る調査が第一項各号に掲げる方法等

により行われたことを証する書面を添付しなければならない。 

３ 前項の届出書には、当該届出書に係る調査が第一項各号に掲げる方法等

により行われたことを証する書面を添付しなければならない。 

（法令又は他の条例による許可等の処分）  

第五条 土砂条例第七条第三号の規則で定める許可等の処分その他の行為

は、次のとおりとする。 

（新設） 

一 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百三十八条の四第七

項の規定による許可 

 

二 国有財産法（昭和二十三年法律第七十三号）第十八条第六項の規定に

よる許可 

 

三 採石法（昭和二十五年法律第二百九十一号）第三十三条の認可  

四 森林法（昭和二十六年法律第二百四十九号）第十条の二第一項又は第

三十四条第二項（同法第四十四条において準用する場合を含む。）の許

可 

 

五 道路法（昭和二十七年法律第百八十号）第三十二条第一項又は第九十

一条第一項の許可及び同法第三十五条の同意 

 

六 土地区画整理法（昭和二十九年法律第百十九号）第七十六条第一項の

許可 
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七 都市公園法（昭和三十一年法律第七十九号）第六条第一項（同法第三

十三条第四項において準用する場合を含む。）の許可（同法第九条の規

定により許可があったものとみなされる場合を含む。） 

 

八 地すべり等防止法（昭和三十三年法律第三十号）第十八条第一項の許

可及び同法第二十条第二項の規定による協議 

 

九 住宅地区改良法（昭和三十五年法律第八十四号）第九条第一項の許可  

十 河川法（昭和三十九年法律第百六十七号）第二十条の承認及び同法第

二十四条、第二十六条第一項、第二十七条第一項、第五十五条第一項、

第五十七条第一項又は第五十八条の四第一項の許可（同法第九十五条の

規定によりこれらの承認又は許可があったものとみなされる場合を含

む。） 

 

十一 砂利採取法（昭和四十三年法律第七十四号）第十六条の認可  

十二 都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第二十九条第一項又は第二

項の許可 

 

十三 都市再開発法（昭和四十四年法律第三十八号）第六十六条第一項の

許可 

 

十四 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和四十四年法律

第五十七号）第七条第一項の許可及び同条第四項の規定による協議 

 

十五 農業振興地域の整備に関する法律（昭和四十四年法律第五十八号）

第十五条の二第一項の許可（同条第八項の規定により許可があったもの

とみなされる場合を含む。） 

 

十六 大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措

置法（昭和五十年法律第六十七号）第七条第一項、第二十六条第一項又

は第六十七条第一項の許可 

 

十七 埼玉県砂防指定地管理条例（平成十五年埼玉県条例第四十五号）第

三条第一項の許可 

 

２ 土砂条例第七条第三号の規定により、届出を行おうとする者は、様式第

三号の届出書を知事に提出しなければならない。 

 

３ 前項の届出書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。  

一 土砂の堆積に係る土地の位置を示す図面  

二 土砂の堆積に係る許可等の処分その他の行為に係る許可書その他の

書類の写し 

 

（公益事業）  
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第六条 土砂条例第七条第四号の規則で定める行為は、次に掲げる事業の実

施に係る行為とする。 

（新設） 

一 砂防法（明治三十年法律第二十九号）による砂防設備又は同法が準用

される砂防のための施設に関する事業 

 

二 土地改良法（昭和二十四年法律第百九十五号）による土地改良事業  

三 道路運送法（昭和二十六年法律第百八十三号）による一般自動車道又

は専用自動車道（同法による一般旅客自動車運送事業又は貨物自動車運

送事業法（平成元年法律第八十三号）による一般貨物自動車運送事業の

用に供するものに限る。）に関する事業 

 

四 森林法による保安施設事業  

五 道路法による道路に関する事業  

六 都市公園法による都市公園に関する事業  

七 自然公園法（昭和三十二年法律第百六十一号）による公園事業  

八 水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）による水道事業又は水道用

水供給事業 

 

九 地すべり等防止法による地すべり防止施設に関する事業  

十 下水道法（昭和三十三年法律第七十九号）による公共下水道、流域下

水道又は都市下水路の用に供する施設に関する事業 

 

十一 工業用水道事業法（昭和三十三年法律第八十四号）による工業用水

道事業 

 

十二 河川法が適用され、若しくは準用される河川その他公共の利害に関

係のある河川又はこれらの河川に治水若しくは利水の目的をもって設

置する堤防、護岸、ダム、水路、貯水池その他の施設に関する事業 

 

十三 都市計画法による都市計画事業  

十四 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律による急傾斜地崩

壊防止施設に関する事業 

 

十五 石油パイプライン事業法（昭和四十七年法律第百五号）による石油

パイプライン事業の用に供する施設に関する事業 

 

十六 鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）による鉄道事業者又は

索道事業者が行うその鉄道事業又は索道事業で一般の需要に応ずるも

のの用に供する施設に関する事業 

 

十七 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が設置する鉄道又は

軌道の用に供する施設に関する事業 
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十八 地方公共団体又は農業若しくは林業を営む者が組織する団体が行

う農業構造又は林業構造の改善に関し必要な事業（農道、林道、用水路、

排水路、かんがい用又は災害防止用のため池、農業集落排水施設その他

の施設に関する事業に限る。） 

 

十九 前各号に掲げる事業に準ずるものとして知事の確認を受けた事業  

（公益事業の確認）  

第七条 前条第十九号の確認を受けようとする者は、様式第四号の申請書を

知事に提出しなければならない。 

（新設） 

２ 前項の申請書には、土砂の堆積に係る事業を行う土地の位置を示す図面

その他参考となる書類を添付しなければならない。 

 

（堆積に係る土地の汚染調査の特例）  

第八条 土砂条例第七条第七号の規則で定める土砂の堆積は、次のとおりと

する。 

（新設） 

一 運動場の砂利敷その他の通常の管理行為として行う土砂の堆積  

二 土質改良プラントその他の施設の敷地内において当該施設で化学的

に性質を改良した土砂のみを用いて行う土砂の堆積 

 

三 採石法又は砂利採取法の認可に係る土地の区域において採取された

土砂（岩石又は砂利の採取のために除去した土砂を除く。）のみを用い

て行う土砂の堆積 

 

四 市町村が定める土砂の堆積による土壌の汚染を防止するための条例

の規定によりされた届出等に係る土砂の堆積のうち、知事が別に定める

土砂の堆積 

 

（関係書類の閲覧）  

第九条 土砂条例第八条の規定による閲覧は、次により行うものとする。 （新設） 

一 閲覧させる場所及び時間をあらかじめ定めること。  

二 閲覧の求めがあった場合にあっては、正当な理由なしに閲覧を拒まな

いこと。 

 

 （完了等の届出） 

（削る） 第三十二条 土砂条例第二十七条の規定による届出は、様式第十五号の届出

書により行うものとする。 

 （土砂搬入禁止区域の指定） 

（削る） 第三十三条 土砂条例第二十八条第二項（土砂条例第三十条第二項において

準用する場合を含む。）の規定による公示は、埼玉県報によりするものと
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する。 

（身分証明書） （身分証明書） 

第十条 土砂条例第十条第二項の身分を示す証明書の様式は、様式第五号の

とおりとする。 

第三十四条 土砂条例第三十四条第二項の身分を示す証明書の様式は、様式

第十六号のとおりとする。 

（適用除外） （適用除外） 

第十一条 土砂条例第十一条第二項の規定により適用しないこととする土

砂条例の規定は、次の表の上欄に掲げる市町村の区域について、同表の下

欄に掲げるとおりとする。 

第三十五条 土砂条例第三十五条第二項の規定により適用しないこととす

る土砂条例の規定は、次の表の上欄に掲げる市町村の区域について、同表

の下欄に掲げるとおりとする。 

 市町村 土砂条例の規定   市町村 土砂条例の規定  

 桶川市、毛呂山町、嵐山町、鳩

山町 

第六条から第八条まで   毛呂山町、嵐山町 第三章、第四章並びに第三十一

条及び第三十二条 

 

  桶川市、鳩山町 第三章並びに第三十一条及び

第三十二条 

 

（書類の提出部数） （書類の提出部数） 

第十二条 土砂条例及びこの規則に基づき知事に提出する書類の部数は、正

副二通とする。 

第三十六条 土砂条例及びこの規則に基づき知事に提出する書類の部数は、

正副二通とする。 

（削る） 別表（第二十三条関係） 

 一 土砂条例第十八条第一項第一号に関する基準 

 イ 土砂の高さは、二メートル（土砂のたい積の目的から必要があると

知事が認めた場合で土質試験等に基づき地盤及び土砂のたい積に使

用する土砂の安定計算をした結果土砂のたい積により生じた地表面

の安定が確かめられたときは、当該地表面の安定が確かめられた土砂

の高さに係る数値）以内であること。 

 ロ 土砂のたい積により生ずるのり面の勾配は、垂直一メートルに対す

る水平距離が二メートルの勾配（土砂のたい積の目的から必要がある

と知事が認めた場合で土質試験等に基づき地盤及び土砂のたい積に

使用する土砂の安定計算をした結果土砂のたい積により生じた地表

面の安定が確かめられたときは、当該地表面の安定が確かめられた土

砂のたい積により生じたのり面の勾配）以下であること。 

 二 土砂条例第十八条第一項第二号に関する基準 

 イ 土砂のたい積に係る土地の区域内の雨水その他の地表水を排除す

ることができるように、必要な排水施設が設置されていること。 

 ロ 排水施設の構造は、下水道法施行令（昭和三十四年政令第百四十七
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号）第八条第二号、第三号及び第八号から第十号までの基準に適合す

るものであること。ただし、土砂のたい積の目的が一時的な土砂の保

管、農地の改良その他これらに類するものである場合は、この限りで

ない。 

 ハ 擁壁は、宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和三十七年政令

第十六号）第八条の規定により設置する擁壁の例によるものであるこ

と。 

 ニ 下水道、排水路、河川その他の排水施設の放流先の排出能力に応じ

て必要がある場合は、一時雨水等を貯留する調整池その他の施設が設

置されていること。 

 三 土砂条例第十八条第一項第三号に関する基準 

 イ 土砂のたい積に係る土地の地盤が軟弱である場合は、当該土砂のた

い積に係る土地以外の土地の地盤の沈下又は隆起が生じないように、

土の置換え、水抜きその他の措置が講じられていること。 

 ロ 垂直一メートルに対する水平距離が四メートル以下の勾配である

土地に土砂のたい積を行う場合は、土砂のたい積を行う前の土地の地

盤と土砂のたい積に使用した土砂との接する面にすべりが生じない

ように、段切りその他の措置が講じられていること。 

 ハ 土砂のたい積の完了後に土砂が崩壊しないように、締固めその他の

土砂のたい積に係る土地の地形、地質又は周囲の状況に応じた必要な

措置が講じられていること。 

 ニ 土砂のたい積に係る土地の周囲に道路、水路又は建築物の用に供す

る土地がある場合は、これらの土地の境界と土砂のたい積に係る土地

との間隔が最大たい積時の土砂のたい積の高さに相当する長さをと

る等の措置が講じられていること。 

 ホ 土砂のたい積に伴う周囲の生活環境への影響を踏まえ、土砂のたい

積を行う時間、期間等が定められていること。 

 

 

 

 

 

 

へ 土砂のたい積に係る土地の区域を表示するためのくい等が設置さ

れていること。 
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（削る） 様式第１号（第１条関係） 

  

土 砂 の 排 出 の 届 出 書                

年  月  日  

 

   （宛先） 

   埼玉県  環境管理事務所長 

 

届出者 氏名又は名称及び住所

    並びに法人にあっては

    その代表者の氏名  

           

（電話番号             ）  

 

  別添（計画）のとおり土砂を排出するので、埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関

する条例第６条第１項（第９条第１項）の規定により届け出ます。  
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（土砂の排出に関する計画）                

建 設 工 事 

元 請 負 人 

住 所  

氏名又は名称 
（代表者氏名） 

 

工 事 の 名 称  

工 事 の 内 容  

区 域 の 所 在  

区 域 の 面 積  

発 注 者 

住 所  

氏名又は名称 
（代表者氏名） 

 

建 設 工 事 
に 伴 っ て 
発 生 す る 
土 砂 

数 量  

利用等の（状況及び）計画  

排 出 す る 土 砂 の 数 量 の 合 計  

排 出 す る 期 間  

排 出 先 ① 

土 地 の 所 在  

土 砂 の 数 量  

許 認 可 の 状 況  

た い 積 を 
 

行 う 者 

住 所  

氏名又は名称 
（代表者氏名） 

 

排 出 先 ② 

土 地 の 所 在  

土 砂 の 数 量  

許 認 可 の 状 況  

た い 積 を 
 

行 う 者 

住 所  

氏名又は名称 
（代表者氏名） 

 

 注 排出先が３以上の場合は、排出先の欄を適宜増やすこと。  
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（削る） 様式第２号（第５条関係） 

 たい積した土砂の排出の届出書                

年  月  日  

 

   （宛先） 

   埼玉県  環境管理事務所長 

 

届出者 氏名又は名称及び住所

    並びに法人にあっては

    その代表者の氏名  

           

（電話番号             ）  

 

  別添（計画）のとおり土砂を排出するので、埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関 

する条例第７条第１項（第１０条第１項）の規定により届け出ます。 
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（土砂の排出に関する計画）                

届 出 者 

住 所  

氏 名 又 は 名 称 
（ 代 表 者 氏 名 ） 

 

土 砂 の た い 積 に 係 
 

る 土 地 の 区 域 

所 在  

面 積  

計 画 の 期 間  

排 出 す る 土 砂 の 数 量 の 合 計  

排 出 先 ① 

土 地 の 所 在  

土 砂 の 数 量  

た い 積 を 
 

行 う 者 

住 所  

氏 名 又 は 名 称 
（ 代 表 者 氏 名 ） 

 

排 出 先 ② 

土 地 の 所 在  

土 砂 の 数 量  

た い 積 を 
 

行 う 者 

住 所  

氏 名 又 は 名 称 
（ 代 表 者 氏 名 ） 

 

排 出 先 ③ 

土 地 の 所 在  

土 砂 の 数 量  

た い 積 を 
 

行 う 者 

住 所  

氏 名 又 は 名 称 
（ 代 表 者 氏 名 ） 

 

排 出 先 ④ 

土 地 の 所 在  

土 砂 の 数 量  

た い 積 を 
 

行 う 者 

住 所  

氏 名 又 は 名 称 
（ 代 表 者 氏 名 ） 

 

 注 排出先が５以上の場合は、排出先の欄を適宜増やすこと。  
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（削る） 様式第３号（第９条関係） 

 （たい積した）土砂の排出の変更届出書 

年  月  日   

 

   （宛先） 

   埼玉県  環境管理事務所長 

 

届出者 氏名又は名称及び住所

    並びに法人にあっては

    その代表者の氏名  

            

（電話番号             ）   

 

  下記のとおり変更する（した）ので、埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条

例第８条第１項（同条第２項において準用する同条第１項、第９条第２項において準用

する第８条第１項、第１０条第２項において準用する第８条第２項において準用する同

条第１項）の規定により届け出ます。 

記 

変 更 事 項 

 

変 更 内 容 
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（削る） 様式第４号（第１２条関係） 

 （たい積した）土砂の排出の完了（廃止）届出書 

年  月  日   

 

   （宛先） 

   埼玉県  環境管理事務所長 

 

届出者 氏名又は名称及び住所

    並びに法人にあっては

    その代表者の氏名  

            

（電話番号             ）   

 

  下記のとおり（たい積した）土砂の排出を完了（廃止）したので、埼玉県土砂の排出、

たい積等の規制に関する条例第１３条の規定により届け出ます。 

記 

完了（廃止）をした年月日  

建設工事（土砂のたい積） 
 

に 係 る 土 地 の 区 域 の 所 在 

 

排 出 先 ① 
土 地 の 所 在  

土 砂 の 数 量  

排 出 先 ② 
土 地 の 所 在  

土 砂 の 数 量  

排 出 先 ③ 
土 地 の 所 在  

土 砂 の 数 量  

排 出 先 ④ 
土 地 の 所 在  

土 砂 の 数 量  

 注 排出先が５以上の場合は、排出先の欄を適宜増やすこと。  
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様式第１号（第３条関係） 様式第５号（第１５条関係） 

土壌基準に適合しない土砂の堆積確認申請書 

年  月  日  

 

   （宛先） 

   埼玉県  環境管理事務所長 

 

申請者 氏名又は名称及び住所

    並びに法人にあっては

    その代表者の氏名  

           

（電話番号             ）  

 

  別添の土壌基準に適合しない土砂の堆積について、埼玉県土砂の堆積による土壌の汚 

染の防止に関する条例第６条第１項ただし書の規定による確認を受けたいので申請しま 

す。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土壌基準に適合しない土砂のたい積確認申請書 

年  月  日  

 

   （宛先） 

   埼玉県  環境管理事務所長 

 

申請者 氏名又は名称及び住所

    並びに法人にあっては

    その代表者の氏名  

           

（電話番号             ）  

 

  別添の土壌基準に適合しない土砂のたい積について、埼玉県土砂の排出、たい積等の

規制に関する条例第１５条第１項ただし書の規定による確認を受けたいので申請します。 
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土 砂 の 堆 積 に 
 

係 る 土 地 の 区 域 

所 在  

面 積  

使 用 す る 土 砂 

採 取 場 所 の 所 在  

有 害 物 質 に よ る 
 

汚 染 の 状 況 

 

最 大 堆 積 時 に お い て 土 砂 の 堆 積 
 

に 用 い る 土 砂 の 数 量 

 

有 害 物 質 に よ る 人 の 健 康 に 係 る 被 害 
 

の 防 止 の た め の 計 画 

 

そ の 他 

 

  

 

土 砂 の た い 積 に 
 

係 る 土 地 の 区 域 

所 在  

面 積  

使 用 す る 土 砂 

採 取 場 所 の 所 在  

有 害 物 質 に よ る 
 

汚 染 の 状 況 

 

最 大 た い 積 時 に お い て 土 砂 の た い 積 
 

に 用 い る 土 砂 の 数 量 

 

有 害 物 質 に よ る 人 の 健 康 に 係 る 被 害 
 

の 防 止 の た め の 計 画 

 

そ の 他 
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（削る） 様式第６号（第１６条関係） 

 土 砂 の た い 積 の 許 可 申 請 書                

年  月  日  

 

   （宛先） 

   埼玉県  環境管理事務所長 

 

申請者 氏名又は名称及び住所

    並びに法人にあっては

    その代表者の氏名  

           

（電話番号             ）  

 

  別添計画の土砂のたい積について、埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条例 
 

 第１６条第１項の規定による許可を受けたいので申請します。  
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土 砂 の た い 積 に 関 す る 計 画                

申 請 者 

住 所  

氏 名 又 は 名 称 
 

（ 代 表 者 氏 名 ） 

 

土 砂 の 
 
 
 
 
 

た い 積 

土 地 の 
 

区 域 

所 在  

面 積  

目 的  

元 請 負 人 

住 所  

氏 名 又 は 名 称 
 

（代表者氏名） 

 

最 大 
 

た い 積 時 

土 砂 の 数 量  

土 地 の 形 状  

完 了 時 に お け る 
 

土 地 の 形 状 

 

周 囲 の 生 活 環 境 の 
 

保 全 の た め の 方 策 

 

排 水 施 設 そ の 他 の 土 砂 の 
 

流 出 及 び 崩 壊 を 
 

防 止 す る 施 設 の 計 画 

 

そ の 他 災 害 、 事 故 等 の 
 

防 止 の た め に と る 措 置 

 

期 間  

土 砂 の た い 積 に 関 す る 法 令 又 は 条 例 
 

の 規 定 に よ る 許 可 等 の 処 分 の 状 況 
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（削る） 様式第７号（第１７条関係） 

 許可等の処分等に基づく土砂のたい積の届出書 

年  月  日   

 

   （宛先） 

   埼玉県  環境管理事務所長 

 

届出者 氏名又は名称及び住所

    並びに法人にあっては

    その代表者の氏名

            

（電話番号             ）   

 

下記のとおり許可等の処分等に係る行為として土砂のたい積を行うので、埼玉県土砂

の排出、たい積等の規制に関する条例第１６条第１項第３号の規定により届け出ます。 

記 

土砂のたい積に 

係る土地の区域 

所 在  

面 積  

土砂のたい積に係る許可等の処分等

の 根拠 となる 法令又は 条例 の 

名 称 及 び 条 項 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



28/38  

改正案 現 行 

（削る） 様式第８号（第１９条関係） 

 公 益 事 業 確 認 申 請 書                

年  月  日   

 

   （宛先） 

   埼玉県  環境管理事務所長 

 

申請者 氏名又は名称及び住所

    並びに法人にあっては

    その代表者の氏名

            

（電話番号             ）   

 

下記の事業について、埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条例施行規則第１

８条第１９号の規定による確認を受けたいので申請します。 

記 

土砂のたい積に 

係る土地の区域 

所 在  

面 積  

土 砂 の た い 積 に 係 る 事 業 に 

関 す る 法 令 等 の 名 称 
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改正案 現 行 

（削る） 様式第９号（第２４条関係） 

 土砂のたい積の変更許可申請書                

年  月  日   

 

   （宛先） 

   埼玉県  環境管理事務所長 

 

申請者 氏名又は名称及び住所

    並びに法人にあっては

    その代表者の氏名

            

（電話番号             ）   

 

下記の変更について、埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条例第１９条第１

項の規定による許可を受けたいので申請します。 

記 

変更事項 

 

変更内容 
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改正案 現 行 

（削る） 様式第１０号（第２６条関係） 

 土 砂 の た い 積 の 変 更 届 出 書                

年  月  日   

 

   （宛先） 

   埼玉県  環境管理事務所長 

 

届出者 氏名又は名称及び住所

    並びに法人にあっては

    その代表者の氏名

            

（電話番号             ）   

 

下記のとおり変更する（した）ので、埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条

例第２０条の規定により届け出ます。 

記 

変更事項 

 

変更内容 
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改正案 現 行 

（削る） 様式第１１号（第２７条関係） 

  

埼 玉 県 土 砂 の 排 出 、 た い 積 等 の 規 制 に 関 す る 条 例 に 

基 づ く 土 砂 の た い 積 の 許 可 標 識 

50

㎝

以

上 

許 可 を 

受けた者 

住 所  

氏 名 又 は 名 称 

（ 代 表 者 氏 名 ） 

 

許 可 の 

 

 

 

 

 

概 要 

許 可 番 号  

許 可 年 月 日  

土 地 の 

区 域 

所 在  

面 積  

元請負人 

住 所  

氏名又は名称 

（代表者氏名） 

 

連 絡 先  

た い 積 期 間  

許 可 を 

した機関 

名 称  

連 絡 先  

60㎝以上  
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改正案 現 行 

（削る） 様式第１２号（第２９条関係） 

 土 砂 の た い 積 の 着 手 届 出 書                

年  月  日   

 

   （宛先） 

   埼玉県  環境管理事務所長 

 

届出者 氏名又は名称及び住所

    並びに法人にあっては

    その代表者の氏名

            

（電話番号             ）   

 

下記のとおり土砂のたい積に着手したので、埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関

する条例第２４条の規定により届け出ます。 

記 

土 砂 の 

たい積の

許 可 

許 可 番 号  

許 可 年 月 日  

土 地 の 

区 域 

所 在  

面 積  

土砂のたい積に着手した年月日  
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改正案 現 行 

（削る） 様式第１３号（第３０条関係） 

 土砂のたい積に係る定期の届出書 

年  月  日   

 

   （宛先） 

   埼玉県  環境管理事務所長 

 

届出者 氏名又は名称及び住所

    並びに法人にあっては

    その代表者の氏名

            

（電話番号             ）   

 

下記のとおり、埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条例第２５条第１項の規

定により届け出ます。 

記 

対 象 と な る 期 間  

土 砂 の 

たい積の

許 可 

許 可 番 号  

許 可 年 月 日  

土 地 の 

区 域 

所 在  

面 積  

搬入した

土 砂 ① 

採 取 場 所  

数 量  

搬入した

土 砂 ② 

採 取 場 所  

数 量  

搬入した

土 砂 ③ 

採 取 場 所  

数 量  

搬入した

土 砂 ④ 

採 取 場 所  

数 量  

 注 搬入した土砂の採取場所が５以上の場合は、搬入した土砂の欄を適宜増やすこと。 
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改正案 現 行 

様式第２号（第４条関係） 様式第１４号（第３１条関係） 

堆積に係る土地の汚染調査結果届出書 

年  月  日  

 

   （宛先） 

   埼玉県  環境管理事務所長 

 

届出者 氏名又は名称及び住所

    並びに法人にあっては

    その代表者の氏名

           

（電話番号             ）  

 

別紙のとおり、埼玉県土砂の堆積による土壌の汚染の防止に関する条例第７条本文の 

規定により届け出ます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たい積に係る土地の汚染調査結果届出書 

年  月  日  

 

   （宛先） 

   埼玉県  環境管理事務所長 

 

届出者 氏名又は名称及び住所

    並びに法人にあっては

    その代表者の氏名

           

（電話番号             ）  

 

別紙のとおり、埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条例第２６条の規定によ 

り届け出ます。 
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改正案 現 行 

 
堆積に係る土地の汚染調査結果 

調 査 年 月 日  

土 砂 の 堆 積 に 

係 る 土 地 の 区 域 

所 在  

面 積  

 

調  査  結  果 

カドミウム及び

そ の 化 合 物 

方 法  

測 定 値  

六 価 ク ロ ム 

化 合 物 

方 法  

測 定 値  

シ ア ン 

化 合 物 

方 法  

測 定 値  

水 銀 及 び 

そ の 化 合 物 

方 法  

測 定 値  

セ レ ン 及 び 

そ の 化 合 物 

方 法  

測 定 値  

鉛 及 び 

そ の 化 合 物 

方 法  

測 定 値  

ひ

砒  素  及  び 

そ の 化 合 物 

方 法  

測 定 値  

ふ っ 素 及 び 

そ の 化 合 物 

方 法  

測 定 値  

ほ う 素 及 び 

そ の 化 合 物 

方 法  

測 定 値  

 
方 法  

測 定 値  

 
方 法  

測 定 値  

 注 調査対象物質を書ききれない場合は、欄を適宜増やすこと。  

 

たい積に係る土地の汚染調査結果 

調 査 年 月 日  

土 砂 の 

た い積 の

許 可 

許 可 番 号  

許 可 年 月 日  

土 地 の 

区 域 

所 在  

面 積  

 

調  査  結  果 

カドミウム及び

そ の 化 合 物 

方 法  

測 定 値  

六 価 ク ロ ム 

化 合 物 

方 法  

測 定 値  

シ ア ン 

化 合 物 

方 法  

測 定 値  

水 銀 及 び 

そ の 化 合 物 

方 法  

測 定 値  

セ レ ン 及 び 

そ の 化 合 物 

方 法  

測 定 値  

鉛 及 び 

そ の 化 合 物 

方 法  

測 定 値  

ひ

砒  素  及  び 

そ の 化 合 物 

方 法  

測 定 値  

ふ っ 素 及 び 

そ の 化 合 物 

方 法  

測 定 値  

ほ う 素 及 び 

そ の 化 合 物 

方 法  

測 定 値  

 
方 法  

測 定 値  

 
方 法  

測 定 値  

 注 調査対象物質を書ききれない場合は、欄を適宜増やすこと。  
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改正案 現 行 

様式第３号（第５条関係） （新設） 

許可等の処分等に基づく土砂の堆積の届出書 

年  月  日   

 

  （宛先） 

  埼玉県  環境管理事務所長 

 

届出者 氏名又は名称及び住所

    並びに法人にあっては

    その代表者の氏名

          

（電話番号            ） 

 

下記のとおり許可等の処分等に係る行為として土砂の堆積を行うので、埼玉県土砂の 

堆積による土壌の汚染の防止に関する条例第７条第３号の規定により届け出ます。 

記 

土 砂 の 堆 積 に 

係る土地の区域 

所 在  

面 積  

土砂の堆積に係る許可等の処分等の

根 拠 と な る 法 令 又 は 条 例 の 

名 称 及 び 条 項 
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改正案 現 行 

様式第４号（第７条関係） （新設） 

公益事業確認申請書 

年  月  日   

 

  （宛先） 

  埼玉県  環境管理事務所長 

 

申請者 氏名又は名称及び住所

    並びに法人にあっては

    その代表者の氏名

          

（電話番号            ） 

 

下記の事業について、埼玉県土砂の堆積による土壌の汚染の防止に関する条例施行規 

則第６条第１９号の規定による確認を受けたいので申請します。 

記 

土 砂 の 堆 積 に 

係る土地の区域 

所 在  

面 積  

土 砂 の 堆 積 に 係 る 事 業 に 

関 す る 法 令 等 の 名 称 
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改正案 現 行 

（削る） 様式第１５号（第３２条関係） 

 土砂のたい積の完了（廃止）届出書 

年  月  日   

 

   （宛先） 

   埼玉県  環境管理事務所長 

 

届出者 氏名又は名称及び住所

    並びに法人にあっては

    その代表者の氏名

            

（電話番号             ）   

 

下記のとおり土砂のたい積を完了（廃止）したので、埼玉県土砂の排出、たい積等の

規制に関する条例第２７条の規定により届け出ます。 

記 

土 砂 の 

たい積の

許 可 

許 可 番 号  

許 可 年 月 日  

土 地 の 

区 域 

所在  

面積  

完 了 （ 廃 止 ） を し た 

年 月 日 

 

 
 

 

 

 

 

 

様式第５号（第１０条関係） （略） 様式第１６号（第３４条関係） （略） 

 


